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1はじめに
我が国の教育制度においては、教育課程の編成の主体は、言うまでも
なく各学校であるが、その教育課程の基準は学習指導要領である。学習
指導要領は、言わば国民の基礎的資質能力形成のカリキュラム（「教育課
程」の訳語）といっても過言ではないであろう。我が国は・現在21世紀
を展望し、どのような学校教育を計画し、いかなる国民的資質能力を選
択しようとしているのであろうか。それをめぐっては、2006年2月の中
央教育審議会の報告に「人間力の向上を図る教育内容の改善」という項
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のもとに、
言葉を重視することが大切であるとの意見、体験を充実することが
重要である〈中略＞言葉は、「確かなカ」を形成するための基盤であ
り、生活にも不可欠である。言葉は、他者を理解し、自分を表現し、
社会と対話するための手段であり〈中略＞体験は、体を育てる源で
ある（1）。
とある。ここでは、従来の「ゆとり」教育からの転換が図られ、「人問
力」（実社会との関わりの中で「生きる力」をより具体化し発展させると
いう観点より「人間力」という考え方を用いている。）の向上を志向し、
言葉と体験を重要視した教育のあり様を提言している。言葉は、論理的
に思考するカや豊かに想像するカの手掛かりとなる。そして、知的活動、
感情・情緒、伝え合う力等の基盤となる斯様な国語力の育成について
は、総ての教育活動を通じて重視することが求められている。その際、
体験を通すことによって、より確かな国語力の育成が図られることを念
頭に置くとき、「言葉と体験などの学習」を重要視した提言も頷けよう。
我々は、斯様な提言を踏まえて、新しい時代の教育を展望していくべき
であろう。
これを正確に捉えるためには、改めて昭和22年以降の学習指導要領の
変遷を踏まえる必要があろう。言うまでもなく、戦後の日本の教育課程
は、学習指導要領を軸にして展開し、我々日本人の基礎的資質能力の方
向性を決定してきたからである。「不易と流行」という言葉が存在する
が、「不易」の確固たる基盤、つまり最初の学習指導要領（試案）より現
在の「学習指導要領」に至るまでの変遷の様相の把握があってこそ、「流
行」の要請や期待に応えられるのである。斯様なことに鑑み、学習指導
要領の歴史や経緯を振り返る「不易」そのものの本質を捉えておくこと
は重要である。
本論では、昭和22年改訂の学習指導要領（試案）と昭和26年改訂の学
習指導要領（試案）に視点を当て、その本質を探ることを目的とする。
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II戦後の教育改革
1経験主義の学習指導要領
戦後最初の学習指導要領が昭和22年に文部省より出版され、次いで昭
和26年に第2次学習指導要領が文部省より出された。これらは、いずれ
も経験主義的性格を有した学習指導要領である。以下、その様相を見て
みる。
（1）昭和22年の学習指導要領（試案）
教育基本法と学校教育法の制度以前、法的位置付けがないままに昭和
22年に『学習指導要領一般編（試案）』が文部省より出された。周知の
ように昭和22年の学習指導要領は、試案であり、それは戦後の教育課題
政策の大きな転換を象徴的に示し、「研究の手引き」としての性格を有し
ている。その様相を『学習指導要領一般編（試案）』の序論の「一な
ぜこの書はつくられたのか」の冒頭において見てみる。そこには、
いまわが国の教育はこれまでとちがった方向に向かって進んでいる。
〈中略〉これまでとかく上の方から決めて与えられたことをどこま
でもそのとおりに実行するといった画一的な傾きのあったのが、こ
んどはむしろ下の方からみんなのカで、いろいろ、作りあげて行く
ようになって来たということである（2）。
とある。これは従来の教育が「その内容を中央できめること、それをど
んなところでも、どんな児童にも一様にあてはめ」るといた上からの画
一主義であったことを強調し、「教育の現場で指導にあたる教師の立場
を、機械的なものとしてしまって、自分の創意や工夫のカを失わせ、た
めに教育に生き生きした動きを少なくするように」してしまったという
反省に基づいている。そして、序論の「二どんな研究の問題があるか」
の項では、．
これまで我が国の学校で行われていた指導法は、ともすると単純で
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きまりきっていて、豊かな児童の生活の動きや、その地域の自然や
社会の特性、学校の設備などが生かされないといううらみがあっ
た。われわれは、もっといきいきした豊かな方法を地域に即し、学
校に即し、児童に即して研究しなくてはならない（3）。
とし、従来の教育の反省に基づいて、教育を再構築する必要があると説
いている。そして、その方途として「教材の研究方法の研究もきわめて
必要である」と前置きして、
特に指導の結果を正確にしらべて、そこから教材なり指導法なりを
吟味することがたいせつである（4）。
としている。ここでは、実践指導の結果を考察することによって教材や
指導法が適切であるか否かを判断し、それを反映し、学習指導要領を構
築していくことが望ましいとしている。更に、序論の「一なぜこの書
はつくられたのか」の項では、
この書は、学習の指導について述べるのが目的であるが、これまで
の教師用書のように、一つの動かすことのできない道をきめて、そ
れを示そうとするような目的でつくられたものでない。新しく児童
の要求と社会の要求とに応じて生まれた教科課程をどんなふうにし
て生かして行くかを教師自身が自分で研究して行く手びきとして書
かれたものである（5）。
としている。ここには、従来と異なる文部省の姿勢が打ち出され、教育
課程行政のあり様を画期的に転換した（6）ことが認められる。と同時に学
習指導要領が飽くまでも「研究の手引き」である理由も認められる。
以上が、昭和22年の学習指導要領の特徴であるが、ここからは学習者
である児童や生徒の実態に応じた教科課程（これは「教育課程」の意で
ある。「教育課程」という用語は、昭和24年5月に公布された文部省設置
法〈昭和24年法律第146号〉の初等教育局の事務を規定した同法8条第
55号に始めて使用された。）、つまり経験主義の理念を背景にした教科課
程を創造していこうとする姿勢を垣間見ることができよう。翻ってみれ
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ば、これは学習者である児童生徒の主体的な活動を重視した教科課程の
創造に他ならない。
●小学校の教科（昭和22年の学習指導要領の場合）
小学校の教科は、従来の修身・公民・地理・歴史を削除して、新たに
社会科・家庭科・自由研究の三科を設置し、国語・社会・算数・理科・
音楽・図画工作・家庭・体育・自由研究の9科目である。社会科をめ
ぐっては、学習指導要領において「従来の修身・公民・地理・歴史を、
ただ一括して社会科という名をっけたのでない」と前置きし、「今日のわ
が国民の生活から見て、社会生活についての良識と性格とを養うことが
極めて必要あるので、そういうことを目的として、新たに設けられたの
である」と述べられている。ここでは、従来の修身・公民・地理・歴史
等の教科の内容を融合し、一体化して学ばせなくてはならないという趣
旨のもとに社会科が設けられたのであることが分かる。次いで、家庭科
であるが、それをめぐっては、学習指導要領において「これまでの家事
科と違って、男女ともにこれを課することをたてまえとする。ただ、料
理や裁縫のような、内容が女子だけ必要だと認められる場合には、男子
にはそれに代えて家庭工作を課する」と述べられている。男女によって
課す内容が多少異なるもの、男女とも家庭科が課されたことは画期的な
ことである。今一っの「自由研究」であるが、それをめぐっては、学習
指導要領において「児童の個性によっては、その活動が次の活動を生ん
で、一定の学習時間では、その活動の要求を満足させることができない
場合」が想定されるとする。斯様な場合、自由研究の時間を使用して、
児童の個性の赴くところに従ってそれを伸長するようにするのである。
具現すれば、国語科の学習において鉛筆やペンで書き方を習っている児
童の中に、毛筆で文字を書くことに興味や関心を抱き、これを学びたい
という児童に対しては、個性の赴くところに従って自由研究として書道
を学ばせるのである。この自由研究は、法令上は教科に位置付けられて
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いるが、その性格は教科とは異なる内容のものであった。その活動内容
は、
①個々人の興味や能力に応じた活動を教科の発展として行う自由な学
習②同好の者が集まって自由な学習を進める組織としてのクラブ活動
③学校や学級に対して負うている責任を果たすための当番や学級委
員としての仕事（7）
等の三者に大別される。この自由研究の時間の内容は、教科の発展内容
のものからクラブ活動的なもの、更に学級活動的なもの等が混在してい
る。活動内容の②と③は、正に現在のクラブ活動及び学級活動の原型と
いえよう。
表1小学校の教科課程と時間数（昭和22年版）
学年教科 1 2 3 4 5 6
国語 175（5） 210（6） 210（6） 245（7） 210－245（6－7） 210－280（6－8）
社会 140（4） 140（4） 175（5） 175（5） 175－210（5－6） 175－210（5－6）
算数 105（3） 140（4） 140（4） 140－175（4－5） 140－175（4－5） 140－175（4－5）
理科 70（2） 70（2） 70（2） 105（3） 105－140（3－4） 105－140（3－4）
音楽 70（2） 70（2） 70（2） 70－105（2－3） 70－105（2－3） 70－105（2－3）
図画工作 105（3）
105
（3）
105
（3）
70
（2）
70
（2）
70
（2）
家庭 105（3） 105（3）
体育 105（3） 105（3） 105（3） 105（3） 105（3） 105（3）
自由研究 70－140（2－4）
70－140
（2－4）
70－140
（2－4）
総時間 770（22） 840（24） 875（25） 980－1050（28－30） 1050－1190（30－34） 1050－1190（30－34）
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次に、「小学校の教科課程と時間数」について見てみる。表1は、学習
指導要領に掲載されている時間数である。各教科の指導時間は、一年間
に用いられる総時間数を示している。又、一年間に最小三十五週の指導
を要求するものとしての標準時問数を示しているが、これをめぐっては
学校長の裁量によって増加させてもよいとしている。斯様にして教師が
主体的に年間計画を立て、その中で時間の割り振りが可能となったので
ある。そのことは、「たとえば、学芸会、全校運動会、農繁期の手伝いと
いったことの教育的価値を認めるならば、そのために、十分の時期をとっ
ておくようにしなくてはならないし、理科の指導は、自然の活動の盛ん
な時に、多くの時問をあてるように計画することもたいせつ」であると
し、そして「時間数に弾力性を持たせてある教科については、その地域
の事情、児童の要求によって、最高の限度まで指導時間を増すことがで
きるようにしてある」とあることからも明瞭である。
ここで着目すべきは、第3学年以下においては、週二日の休日も可能
にしていることである。それは、下学年の場合、地域の事情からして1
週間6日問の通学が負担になることが予想される故である。又、授業時
間をめぐっては、1時間を1時間として取り扱わないで、20分ずつ三っ
に分け、あるいは30分ずつに二回に分ける等の提案もしている。ここで
は、学習者である児童の実態、教科の特性等を踏まえ、様々な活動を効
果的に位置付けて「教科課程」を編成することを求めている。具現すれ
ば、児童が相談したり、話し合ったりする時問、表現のための時間、理
解のための時間、練習（熟練）のための時問、自由時問、休み時間等の組
合せを効果的にすることであるとし、一日のプログラムを提案している。
9：00相談の時間。歌をうたう。できごとを話し合う。今日の計
画を話し合う。
9：15社会科。仕事の進行について話し合い、その仕事をおたが
いに反省し、今日の話し合いの題をきめる。話し合う。こ
れに関係した表現活動をする。
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10：15体育、自由遊戯。児童一人一人について栄養と休息のプロ
グラムを話し合う。
11：10国語。話し方。作文一お話をかく。
12：00昼食。休み。運動で遊ぶ。
1：00算数。個人指導を主とする。特殊の児童たちには新しく考
える問題を提出する。
1：40音楽、練習、鑑賞。
2：00休憩。
2：10国語。読みの練習を主とする。成績のわるい児童の指導を
する。2：40図画工作、または自由研究。
3：30放課。
新設された社会科や自由研究科を加えて児童の生活基盤を尊重した学
習全体を計画していることは、正にコペルニクス的展開（8）といって過
言ではない。小学校の総授業時数の中で社会科と自由研究の占める割合
は、第6学年の場合23パーセントより29パーセントに及んでいる。斯様
なことより社会的認識や自発性の形成に重きを置いた教育課程であるこ
とが想像できよう。
●中学校の教科（昭和22年学習指導要領の場合）
中学校の教科には、必修科目と選択科目とが設けられた。必修科目で
は、小学校で独立した教科である家庭科を職業科の一つの科目に組み入
れ、国語・習字・社会・国史・数学・理科・音楽・図画工作・体育・職
業（農業・商業・水産・工業・家庭）の10教科とした。必修科目は、
必ず学ばなければならない科目であり、表IIに示された時間数の実施を
原則とする。一方、選択教科は、必修教科で科せられたものより一層深
いことを学ぶ教科（外国語・習字・職業）と自由研究とで構成されてい
る。社会科、自由研究の設けられた訳は小学校の記述に準ずる（9）。
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必修科目における職業科では、生徒は農業、商業、水産、工業、家庭
のうちの一科目又は数科目を決めて学習する。男子が、家庭科を選ぶ場
合には、小学校の取扱いに準ずるとされている。学校の設備や生徒の希
望を考慮し、できうる限り多くの科目を設けるよう求めている。生徒の
希望については、将来の生活まで考慮することを促している。
選択科目については、生徒の決定に任されることを原則とするが、学
校としてその希望を考慮しながら決めてもよいとしている。具体例を挙
げるならば、表にあるように週平均として外国語2時問・職業科2時
間、計4時間としてもよいし、自由研究のみで4時間充ててもよい。年
間140時間を超えない範囲で、生徒の希望・その他の事情・学校設備等
の事情に鑑みて、適当と思われるように学習時間と内容を決定すればよ
い。更に、「生徒の負担が過重でないと校長が認めるならば、裁量で6時
間（年間210時間）まで増すことができる。」としている。実際には、必
修教科を含め、週時数が36時間となる。課業日6コマの時間割となり、
生徒の負担は重いものとなったと推察される。
表IIは、中学校の教科課程と時間数を示したものである。新制中学の
三学年、すなわち第七学年から第九学年までに課せられる教科と時数と
が示されている。「一年を規準とした時間数をどんなふうに用いて行く
か、時間割の編成をどうするか、といったことについては、小学校の場
合と同じような注意を払ってもらいたい。」（10）との記述からも読み取れる
ように校長の指導のもと教師自身が、様々な要因を考慮し主体的に年間
計画を立て実践していくことが求められたのである。
配分を見ると、必修・選択とも職業科に重きを置いている。中学卒業
後、すぐに社会人として受け入れられるよう、現代における進路・キャ
リア教育とも言える実践的・体験的な指導の必要性を示している。中学
校の位置付けに関わる当時の意識を窺うことができる。
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表II中学校の教科課程と時間数（昭和22年版）
教科学年 7 8 9
????
75（5） 175（5） 175（5）
習字 35（1） 135（1）社会 175（5） 140（4） 140（4）国史 35（1） 70（2）数学 140（4） 140（4） 140（4）理科 140（4） 140（4） 140（4）音楽 70（2） 70（2） 70（2）図画工作 70（2） 70（2） 70（2）体育 105（3） 105（3） 105（3）職業（農業、商業、水産、工業、家庭） 140（4） 140（4） 140（4）
必修科目計 1050（30） 1050（30） 1050（30）
????外国語
35－140
（14）
35－140
（1－4）
35－140
（1－4）
習字 35（1）職業 35－140（1－4） 35－140（1－4） 35－140（1－4）自由研究 35－140（1－4） 35－140（1－4） 35－140（1－4）
選択科目計 35－140（1－4） 35440（1－4） 35－140（1－4）
総計 10504190（30－34） 1 50－1190（30－34） 1050－1190（30－34）
（2）昭和26年の学習指導要領（試案）
「教育課程」という用語は、昭和25年5月に公布された文部省設置法
（昭和24年法律第146号）の初等教育局の事務を規定した同法8条第5号
によって初めて使用された。これによって、従来の「教科課程」が「教
育課程」に改められた。そして、昭和26年に改訂された『学習指導要領
一般編（試案）』においては、「教育課程」という用語を使用した項
立てが三者に（目次のII＜教育課程〉、III〈学校における教育課程の構
成＞、IV〈教育課程の評価〉によって）亘って認められる。
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周知のように昭和26年の学習指導要領も試案であり、昭和22年の学習
指導要領（一般編）を踏まえて改訂されたものである。そのことは、昭
和26年の学習指導要領の「まえがき」の部分に、
根本的な考え方については変っていないが、その内容は、昭和22年
度のものに比べて、だいぶ変っている。内容の変ったのは、（1）そ
の後の研究や調査によって新たな事項を加えたため、
とあることからも理解できよう。ここでは、従来の学習指導要領を基盤
にし、研究や調査によって得たものを加えて新たな学習指導要領を改訂
したとしている。又、この昭和26年の学習指導要領も昭和22年の学習指
導要領同様「研究の手引き」としての性格を有していることが分かる。
それをめぐっては、「序論」の前書きの部分に、
各学校は、その地域の事情や、児童生徒の興味や能力に応じて、そ
れぞれの学校に最も適した学習指導の計画をもつべきである。〈中
略〉学習指導要領は、どこまでも教師に対してよい示唆を与えるよ
うとするものであって、，決してこれによって教育を画一的なものに
しようとするものではない。
とあり、学習指導の計画は学習者である児童生徒の実態に応じて教師が
主体的に作成すべきであるとする。ここからは、昭和22年の学習指導要
領と同様に経験主義の理念を背景にした教育課程を創造していこうとす
る姿勢を垣間見ることができよう。
●小学校の教科（昭和26年学習指導要領の場合）
小学校の教科は、国語、算数、社会、理科、音楽、図画工作、家庭、
体育の8教科である。昭和22年の学習指導要領（試案）において「自由
研究」は、教科として位置付けられていたが、しかし昭和26年の学習指
導要領（試案）においてはそれを教科の枠より外し「教科以外の活動」
の時問として設けられている。その活動の内容は「民主的組織のもと
に、学校全体の児童が学校の経営や活動に協力参加する活動」と「学校
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を単位としての活動」との両者に亘っている。前者の「民主的組織のも
とに、学校全体の児童が学校の経営や活動に協力参加する活動」には、
①児童会
②児童会の種々の委員会
③児童集会
④奉仕活動
等の四者が設けられている。一方、後者の「学校を単位としての活動」に
は、
①学級会
②いろいろな委員会
③クラブ活動
等の三者が設けられている。ここに掲げた七者は、いずれも教育的な価
値を有し、児童の社会的、情緒的、知的、身体的発達に寄与するもので
ある故、当然教育課程に正当に位置付けるべきである（11）としている。こ
の「教科以外の活動」の時間の取扱いをめぐっては、「どのようなものを
選び、どのぐらいの時間をそれにあてるかは、学校長や教師や自動がそ
の必要に応じて定めるべきことである。」（12）としている。ここでは、児童
の生活基盤を尊重した学習全体を計画していることが分かる。ここから
は、経験主義の理念を背景にした教育課程を創造していこうとする姿勢
を垣間見ることができよう。
次に、「小学校の教科についての時間配当の例」について見てみる。表
mは、学習指導要領に掲載されている時間配当である。ここで着目すべ
きは、時間配当が時間数でなく割合で示されていることである。ここか
らは教育課程を編成する際、学校長に一定の裁量の余地を確保すべきで
あるという考えを窺い知ることができよう。その背景には戦後教育の志
向の原則（学習者である児童の実態、地域社会の教育要求の状況等を踏
まえる。）に鑑み、各教科に全国一律の一定した動かし難い時間を定める
ことは困難であるという考え方が存在しているためである（13）。
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表皿教科についての時間配当の例（昭和26年版）
1・2学年 3・4学年 5・6学年
国語算数 45％～40％ 45％～40％ 40％～35％社会理科 20％～30％ 25％～35％ 25％～35％音楽図画工作 20％～15％ 20％～15％ 25％～20％
家庭体育 15％ 10％ 10％計 100％ 100％ 100％
斯様なことを踏まえ、学年ごとの総時間数（教科と教科以外の活動を
指導するのに必要な）をめぐっては、第1学年および第2学年で870時
間、第3学年および第4学年で970時間、第5学年および第6学年で1050
時間とそれぞれ「基準」が定められている。いま一つ着目すべきは、時
問数の配当を各教科でなく、四領域に大別していることである。それを
めぐっては、
主として学習の技能を発達させるに必要な教科（国語・算数）、主と
して社会や自然についての間題解決の経験を発展させる教科（社会
科・理科）、主として創造的表現活動を発達させる教科（音楽・図画
工作・家庭）、主として健康の保持増進を助ける教科（体育科）に分
ち、それぞれの四つの領域に対して、ほぼ適切と考えられる時間を
全体の時間に対する比率をもって示した（14）。
としている。ここからは、四領域に大別した趣旨は容易に理解すること
ができよう。そして、四者の位置付けも窺い知ることができよう。具現
すれば、国語と算数は他教科等の学習をするための基盤となり、学習の
技能を発達させる基礎教科である。そして、社会科と理科は人問が現実
に直面する問題をめぐって、経験を付与する実質的教科である。更に、
音楽と図画工作と家庭は美的表現や生活的表現の領域であり、体育は健
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康維持や体力増進の教科であるという位置付けである。四領域をめぐっ
て「同じグループに集められた教科は、それを統合して扱うことを必ず
しも意味しない。いくつかの教科の領域を統合して扱うかどうかは、学
校の事情によって決定させられるべきである。」（15）としている。ここで
は、統合して合科的に扱うことを必ずしも意味していないとし、そして
その取扱いをめぐって学校の事情によって決定するとしているが、畢寛
その取扱いは学校長に総てを委ねることを妨げないことと解することが
できよう。
斯様なことを踏まえ、一日のプログラムを構築することを強調してい
る。就中、「児童が相談し合う時間」「健康の検査の時間」「理解のために
時間」「熟練のための時問」「情操を高めるための時間」「創造的表現のた
めの時間」「休み時間」「教科以外の活動の時間」「反省およびあとかずけ
の時間」等の様々な活動を巧みに組み合わせるとしている（16）。そして、
一日のプログラムを提案している。
〔例1〕第1学年第2学年
時分9：00相談の時間、健康の検査
9：10
9：55
10：40
11：05
12：00
1：00
1：30
1：50
2：00
社会科、理科
音楽、あるいは図画工作
算数
国語
昼食、休憩
体育
国語（特に読みと書きの練習）
今日の仕事の反省、あとかたずけ
放課
上記のプログラムは、各教科に割り当てられた時間のパーセントを考
慮して作成された一つの例であり、そして各学校ではこのプログラムを
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参照してそれぞれの学校に見合った最も適したものを作成することが望
ましいとしている。
●中学校の教科（昭和26年学習指導要領の場合）
中学校の教科は、22年度と同じく、必修教科（22年度では必修科目）
と選択教科（22年度では選択科目）によって構成されている。一方、小
学校と同様に、選択科目に位置付けられていた「自由研究」が、24年の
教育課程改善に伴って廃止となり、新たに「特別教育活動」が設けられ
た。
必修教科は、国語、社会、数学、理科、音楽、図画工作、保健体育（22
年度では保健）、職業・家庭（22年度では職業）の8教科である。22年
度に設けられていた習字は国語に、国史は社会に組み入れられた。それ
は、22年度に配当時間を示したことにより、独立教科であるような誤解
を与えたこと、更には学年を固定したことにより、学校の実情に即した
指導計画立案の上で支障があったことによる措置である。しかし、二っ
の科目が必修であることに変わりはない。国語科・社会科の学習におい
て、より弾力性のある計画立案を可能にするための措置であったとも言
える。また、従来の体育科で学習されていた身体活動と保健衛生の両面
を明確化するために、保健体育科とした。職業科は、従来農業・商業・
水産・工業・家庭によって構成され、このうち一科もしくは数科を選択
するものであった。しかし、生徒に広い分野にわたる経験をさせること
が難しかった。そこで、従来の内容を分析し、実生活に役立っ12項目の
仕事にわけ、職業・家庭として再構成した。生徒は、自分の興味と二一
ズに応じて、項目を組み合わせて学習することができるようになった。
選択教科は、前述のように自由研究が廃止され、習字も必修の国語に
組み入れられた。外国語、職業・家庭、その他の教科で構成されている。
その他の教科とは、外国語、職業・家庭を除く、「中学校の教科にっいて
の時間配当の例（別掲表IV参照昭和26年版）」に掲げられたすべての
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教科、更には各学校において教科として課するに適当であると考えられ
る教科のことである。これも、経験主義の理念を背景にして、教育課程
の創造を学校の主体的な判断に任せていこうとする姿勢を示すものであ
るといえよう。
次に、教科外に設けられた特別教育活動である。これは、「教科の活動
ではないが、一般目標の到達に寄与する活動」として位置付けられてい
る。「なすことによって学ぶ」この特別教育活動は、生徒たち自身によっ
て計画・組織・実行され、評価されるものである。ねらいは、活動を通
して生徒が民主的生活の方法を学び、公民としての資質を向上させるこ
とにあり、戦後教育の目指すところを具現化していく方策を示したもの
とも言える。
その主な領域は、ホーム・ルーム・生徒会・クラブ活動・生徒集会で
ある。ホーム・ルームとは、「学校における家庭」として、温かな雰囲気
の中で、生徒の持つ諸問題を取り上げ、その解決に助力し、生徒の個人
的、社会的な成長発達を助成したり、職業選択の指導を行ったりする場
である。もちろん、学校教育目標との関連を図ることが前提となる。生
活目標の例として、次のようなことが挙げられている。
○個人としての成長を望みながら、団体として啓発し合い、さらに、
成長段階の指導を受ける機会を持つこと。
○人格尊重の理想を行為に生かし、責任や義務をじゅうぶんに果た
し、また当然の権利はこれを主張する習慣と態度を養うこと。
O社会生活に必要なあらゆる基礎的な訓練の場を持つこと（17）。
尚、時数は1週間当たり少なくとも1単位時間以上実施することが求
められている。
次に生徒会であるが、それは生徒を学校生活に参加させ、立派な公民
となるために設けられたものである。具体的には、生徒全員が会員とな
り、会員としての権利と義務及び責任を意識し、主体的に実践する組織
である。この活動を通して、民主主義の原理を理解し、奉仕の精神や協
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同の精神を養い、道徳性を向上させることが可能となる。一方で「生徒
自治会というときは学校長の権限から離れて独自の権限があるかのよう
に誤解されるから、このことばを避けて生徒会と呼ぶほうがよいと思われ
る。」（18）と述べ、あくまでも校長から与えられた責任・権利の範囲内にお
いて行われる教育活動であることをおさえ、自治活動への歯止めとして
いることにも留意したい。
続いて、クラブ活動である。全生徒が参加して、興味・関心を共有す
る仲間で自主的に活動する教育活動である。秩序を維持し、責任を遂行
し、自己の権利を主張すること、更には社会意識にっながる団体意識を
高め、よい公民としての資質を養うことを目指して行われる。クラブを
つくるうえでの留意点として「生徒の関心・興味・希望・能力を考慮す
ること」「生徒にとって強制されるべきものではないこと」「生徒の意見
を尊重すること」「生徒の余暇の活用も意識すること」「季節による制限
も考慮すること」等に言及している。
最後に生徒集会であるが、それは顧問の適切な指導のもと、生徒が自
ら企画し、進行する、全校生徒が一堂に会する活動である。生徒会が中
核となるが、ここでも校長や教師の承認の元に行われるべきものである
ことを明記している。週に一度又は隔週に実施されることが望ましいど
している。目的として、次のような項目を挙げている（19）。
○一貫した学校精神に触れる機会が与えられる。
○学校の気風をつくり、世論を発達させることができる。
O校風を高め、りっぱな伝統を築きあげることができる。
○芸術・音楽・演劇などの鑑賞力を養うことができる。
26年度の学習指導要領の改正では、必修科目・選択科目・特別教育活
動のほかに、道徳教育について言及している。詳しくは、次のような記
述が小学校に見られる。
民主社会における望ましい道徳的態度の育成は、これまでのよう
に、徳目の観念的理解にとどまったり、徳目の盲目的実行に走るこ
一39一
中谷陽子・生野桂子・北村好史・生野金三
とを排して、学校教育のあらゆる機会とらえ、周到の計画のもとに、
児童・生徒の道徳的発達を助け、判断力と実践力に富んだ自主的、
自律的人間の形成を目ざすことによって、はじめて期待されるであ
ろう（20）。
教科・教科外としての位置付けはないが、「学校教育全体を通して、あ
らゆる機会を捉えて道徳性を養っていく」という現在の道徳教育の礎を
見て取ることができる。中学校では、生徒の成長過程を考慮し、生活指
導をも含めての指導を求めている。
表IVは、26年度改正に』おける「中学校の教科についての時間配当の例」
を示したものである。学年名も、7年から9年までから、新制中学とし
ての1年から3年までとなった。注目すべきは、時間数の示し方が変わっ
た点にある。「～」をもって1年間の最低及び最高を示している。最低総
時数（必修科目・選択科目・特別教育活動の和）は1015時問とし、これ
を超える時数を確保するものとしている。必修科目の指導計画は、年間
最低910時間、最高1015時間範囲内で計画される。各時間数は、各学校の
事情に応じてこの表に示された範囲内で定めることができる。22年の教
科とその時間数に示されたものよりも必修教科の最低総時数が減り、選
択しうる教科の数（その他の教科が位置付けられた）と時間数が増加し
ている。いずれも校長を中心に各校の実態（地方の実情・生徒の能力な
ど）に応じて創意あふれる指導計画を立てうるようにとの弾力性を持た
せた措置である。尚、1単位時間は50分とし、挟まれる教室移動及び休
息に要する時間は10分以内に止めることが望ましいとしている。
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表IV中学校の教科についての時間配当の例（昭和26年版）
学年教科 1 2 3
????国語 175～280 175～280 140～210社会 140～210 140～280 175～315数学 140～175 105～175105～175理科 105～175 140～175140～175音楽 70～105 70～105 70～105図画工作 70～105 70～105 70～105保健体育 105～175 105～175 105～175職業・家庭 105～140 105～140 105～140
小計 910～1015 910～10159 ～1015????外国語 140～210 140～210 140～210職業・家庭 105～140 105～140 105～140
その他の教科 35～210 35～210 35～210
特別教育活動 70～175 70～175 70～175
皿経験主義教育課程の編成
II章においては、小学校と中学校の教育課程の基本構造について触れ
た。本章では、その根底にある考え方、つまり経験主義的性格を有する
教育課程について考察することにする。就中、ここでは昭和26年改訂の
学習指導要領を中核に据えて考察する。教育課程の編成をめぐっては、
昭和26年改訂の学習指導要領の「教育課程とは何を意味しているか」の
項において、
本来、教育課程とは、学校の指導のもとに、実際に児童・生徒のも
つところの教育的な諸経験、または、諸活動の全体を意味している。
これらの諸経験は、児童・生徒と教師との間の相互作用、さらに詳
しくいえば、教科書とか教具や設備というようなものを媒介とし
て、児童・生徒と教師との間における相互作用から生じる（21）。
とし、教育課程は教育的な諸経験、諸活動の全体であると定義してい
る。それを図示すると図1のようになる。これは経験主義の理念を根底
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図1昭和26年改訂学習指導要領における教育課程
教育課程の編成
???????
→（全体）←
↑
＜児童・生徒と教師との相互作用＞
↓
???????
教科書・教具・設備等を媒介
においた定義である。そのことは、同じII章（昭和26年改訂の学習指導
要領）の2の「教育課程はどのように構成すべきであるか」（ここでは、
教育課程の「構成」としている。この「構成」とは「編成」の意である。
以下においては、状況によって両者を使い分ける。）の項において「教育
課程は、このような経験の再構成を有効にさせるように、学習経験を組織
することでなければならない（22）。」ということからも想像に難くない。更
に、昭和26年改訂の学習指導要領には、教育課程の編成をめぐって、
児童・生徒の教育課程は、地域社会の必要、より広い一般社会の必
要、およびその社会の構造、教育に対する世論、自然的な環境、児
童・生徒の能力・必要・態度、その他多くの要素によって影響され
るのである。これらのいろいろな要素が考え合わされて、教育課程
は個々の学校、あるいは個々の学級において具体的に展開されるこ
とになる（23）。
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としている。ここでは、児童生徒の教育課程は地域社会の必要性、且っ
児童生徒の能力や態度の多くの要素に影響される故、斯様な要素を組織
的に整えて学校や学級で具現されることになるとする。これは、教育内
容として生活経験を児童生徒と社会の必要性よって構成（編成）する教
育課程であることが分かる。
以上のことからも昭和26年改訂の学習指導要領は、経験主義の教育課
程を基盤にしていることが理解できよう。
次に、経験主義の教育課程をどのように構成（編成）しようとしてい
るか、以下に見てみる。
教育課程の構成（編成）に当たっては、（1）目標の設定、（2）学習
経験の構成等の内容が極めて大切な仕事であると指摘し、そしてこの両
者は相互に密接に関連し合っているとしている。
まず、前者の目標の設定にっいて見てみる。目標設定をめぐって、一
般的目標は憲法、教育基本法、、学校教育法等に示されたことを指標とす
るが、しかし個々の学校ではその学校や地域社会の様々な状況に鑑み学
校の教育に適するように目標を設定するとする。そのために各学校で
「目標設定のための委員会」の設置を提案する。目標設定をめぐっては、
「決っして固定した方法があるわけではない。」と前置きし、そして、一
応次のような手続きを考えることができるとする。
児童・生徒の必要、社会の必要を適切にとらえるために、たとえば、
種々の文献による調査研究・質問紙法・活動分析法・面接や質問に
より調査研究・観察、さらにもろもろの記録の参照などを行うこと
がそれである〈以下略す〉（24）。
ここからは、目標設定に当たって、学習者である児童生徒の生活経験
（生活基盤）を如何に重要視しているか分かる。それは、「児童・生徒の
必要」「社会の必要」等を適切に捉えるためにその様々な方途を提案して
いる故である。教育課程の原理は、児童生徒の必要と社会の必要という
「必要」の原理である（25）。ここでは、児童生徒の現在の生活の様相、そ
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してそれを踏襲した将来の社会生活を想定した上での学校教育を考え、
個々の児童の自立支援をする立場より学校教育を位置付けていることが
分かる（26）。斯様な教育課程観は、民主主義社会における庶民のための学
校教育を志向している点で従来に対比して新しい価値観である。
目標設定は、前述の如く「児童・生徒の必要性」と「社会の必要」の
両者より考えるべきであるとしている。もしこの両者が対立した場合
は、どのように考えるべきであるか、という点についても触れている。
学習指導要領では、対立的に考えること自体狭義の考えであり（27）、「児
童・生徒の必要のうちに社会的必要をとり入れていくことができる（28）。」
と説く。加えて、「ことに、単元の目標は、学習者に身近なものであるべ
きであるから、児童・生徒の必要・関心・能力がよく考えらており、児
童・生徒の実際の経験活動のうちに、社会の必要が実現されるように定
むべきであろう（29）。」と説いている。ここでは、単元の目標の設定に当
たって育成したい観点（児童・生徒の必要・関心・能力等）に触れてい
る。それは、学習者である児童生徒の既存の経験を生かすことによって、
児童生徒は新たな課題に向かって関心と意欲を持って望ましい学習経験
を発展させるであろうという期待からである。
次いで、後者の学習経験の構成について見てみる。経験主義を原則と
する教育課程においては、その経験をいかなる領域に分類し組織するか
が問題となる。学習指導要領においては、「教育課程の構成において問題
となってくる経験は、単なる児童・生徒の既往の経験でなく、児童・生
徒の発達段階に即して、かれらの現在もっている経験を発展させ、それ
を豊かにするのに役立つようなものでなければならない（30）。」としてい
る。ここでは、児童生徒の経験を拡大発展させることが教育課程の原則
であると捉えている。従って、「望ましい経験とは、無数の経験の中で、
児童・生徒の発達を促し、教育の目標を達成するのに有効なもので、か
れらの発達段階に即した、可能的なものをいうのである（31）。」と説いてい
る。
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教育目標を達成するような学習経験を用意する必要があるが、それを
めぐっては学習指導要領において六領域に亘って指摘する。それは、「i
学習を進める上に必要な技能を用いたり、発展させたりする経験」「ii
集団生活における問題解決の経験」「iii物的、自然的な環境についての
理解を深める経験」「iv創造的な表現の経験」「V健康な生活にっい
ての経験」「vi職業的な経験」（32）等の六者である。例えば、「i学習
を進める上に必要な技能を用いたり、発展させたりする経験」とは、読
むこと、書くこと、話すこと、聞くこと、数えること、計算すること、
物をつくること、問題を分析すること、推理することなどの技能である。
ここでは、国語や算数の技能を中核に据えた構成となっている。他の五
者においても斯様にある教科を想定した構成になっている。
次に、斯様な経験を如何に組織するかであるが、それをめぐって学習
指導要領では、「有効な一つの方法」が「教科による組織のしかた」であ
ると結論付けている。具体的な経験を組織するのは教師である。その際
についても学習指導要領では、
学校や地域の社会の必要や、また児童・生徒の発達やその必要など
を教育的見地から検討し、さらに学習内容の性質をじゅうぶん考慮
することによって教科の組織がえを行ったり、教科の統合をはかっ
て広い領域の学習の道筋を設けるたりすることも可能である（33）。
と説いている。ここでは、児童生徒の発達段階に即して学習経験を教育
的見地より検討を加え、教科の統合を図り、合科学習的な方法を提案し
ている。
以上は教育課程の構成に当たって重要視される「目的の設定」「学習経
験構成」等の内容である。前述の如くここからは経験主義教育を進めよ
うとする教育課程であることが理解できよう。更に、学習指導要領では、
経験主義教育の教育課程を構成していく際の考慮事項（34）を掲げている。
それは、以下の五者である。
一っ目は、教科による組織の仕方をめぐって、学習内容の重複の問題
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を指摘する。児童生徒の望ましい経験の発展を目指すものである故、「教
科間の連関をじゅうぶんに考慮し、学習内容の重複を避け、有効で能率
的な組織ができるように計画」することであるとする。
二っ目は、児童生徒の発達段階や個人差に応じた弾力性のある組織の
仕方をめぐっての問題である。ここでは、児童生徒の能力、関心、欲求
等の個人差に見合った形で経験内容を用意するという柔軟的対応の重要
性にっいて触れている。
三つ目は、学校の環境、校舎、教室の施設・教具等の物的環境をめぐっ
ての問題である。児童生徒の経験が躍動的に組織されることを願って、
その経験のための活動を保証する物的環境の重要性を指摘する。
四つ目は、経験主義の教育課程を組織するに当たって指導者である教
師の指導性や資質をめぐっての問題である。具現すれば、「教師の教育
観、児童・生徒観の理解の深さ、教育についての学識と指導の経験、指
導の技術、計画力、指導力など」が一層重要視されるとする。
最後に、地域社会の人々の教育をめぐっての関心度や理解度について
の問題である。ここでは、地域社会の必要原理を尊重する経験主義であ
る故、如何なる教育課程を実施するにしても「地域の人々の積極的な助
力」が必要であるとする。
以上は、学習経験を組織する際の考慮事項であるが、斯様なことから
も昭和26年改訂学習指導要領が経験主義教育を如何に推進しているか十
分読み取れよう。
IVおわりに
今回は、表題に示した如く経験主義の教育課程であると言及されてい
る昭和22年改訂学習指導要領と昭和26年改訂学習指導要領の両者に視点
を当て論を展開してきた。就中、昭和26年改訂学習指導要領においては、
教育課程を構成するに当たって「目標の設定」「学習経験の構成」「学
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習経験を組織する際の考慮事項」等が具体的に提案され、経験主義教育
を推進しようとする教育課程であることが明らかになった。前述したよ
うに学習指導要領では教育課程の構成（編成）をめぐって具体的に提案
し、推進しようとしているものの各学校ではこれを踏襲して如何に教育
課程を編成しているかという点については理解することができなかっ
た。斯様な課題をめぐっては、今後更に探究していく必要があろう。こ
れについては稿を改めて論じることにする。
【注】
（1）2006年2月13日の「中央教育審議会」の報告は、「言葉の体験などの学習や生
活の基盤づくりの重視」について、次のように指摘する。（これは、言葉と体験
に触れる直前の文言である。）
●義務教育答申においては、学習指導要領全体の見直しについて、例えば、
次のような点を重視する必要があるとする。
・「読み・書き・計算」などの基礎・基本を確実に定着させ、教えて考えさせ
る教育を基本として、自ら学び自ら考え行動する力を育成すること
・将来の職業や生活への見通しを与えるなど、学ぶことや働くこと、生きる
ことの尊さを実感させる教育を充実し、学ぶ意欲を高めること
・家庭と連携し、基本的な生活習慣、学習習慣を確立すること
・国際社会に生きる日本人としての自覚をそだてること
、◎この四つの点は互いに密接に関連しており、一体となった体系的な指導が
なされてこそ効果が上がると考えられる。「豊かな心」と「健やかな体」を
はぐくむことは学習への意欲を生み出し、「確かな学力」の育成にっなが
る。また、「確かな学力」の育成は、将来職業や生活の基礎を培うものであ
り、他の人々とともに豊かな人生を生きるカヘとつながるものである。
●子どもの心と体や学習の状況を見ると、「生きるカ」を育てるためには、ま
ず、①生活習慣、学習習慣、読み・書き・計算など、学習や生活の基盤を
培うことが重要である。そして、②将来の職業や生活への見通しを与える、
国際社会に生きる日本人としての自覚を育てるなど、実生活を視野に入れ
て、学習や生活の目標を持たせることが重要である。子どもの発達の段階
に応じて、こうした学習や生活の基盤づくりを重視する必要がある。
中央教育審議会初等中等教育分科会教育課程部会「審議経過報告」（2006年
2月13日）pp．6－7
（2）文部省『学習指導要領一般編（試案）』日本書籍p．1
（3）同上書p．3
（4）同上書p．3
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（5）同上書p．2
（6）水原克敏『現代日本の教育課程改革』風間書房p．132
（7）豊澤弘伸・生野金三『特別活動の研究』学教図書出版会p．13
（8）水原克敏『現代日本の教育課程改革』前掲書p．139参照
（9）文部省『学習指導要領一般編（試案）』日本書籍p．19
⑩同上書p，19
（1D文部省『学習指導要領一般編（試案）』明治図書p，22参照
q2）同上書p．22
q3）同上書p．17参照
qの同上書pp17－18
q5）同上書p．19
⑯『学習指導要領一般編（試案）』の「（3）時間数および一日の指導計画にっ
いて」の項で一日のプログラムについて次のように述べている。
よいプログラムを作るためには、次のような基準を参考にすることが必要で
あるとする。
（a）プログラムは児童や学校の必要によって、変え得るよう弾力性をもってい
ること。
（b）弾力性をもって必要があるといっても、健康の検査や、昼食時や放課など
のきまりきったことは、毎日の一定の時関に定めておくべきこと。
（c）教科の性質や児童の興味を考えて、児童の学習活動をじゅうぶん発展させ
るために、大きなかたまった時間をとるべきであること。
（d）身体的、知的、社会的、情緒的な経験がつり合いがとれて学習されるよう
に、全体の経験のつり合いがとれるようにすること。
（e）日々のプログラムの各教科間の関係をじゅうぶんに考えること。
（f）毎日、多数な活動一計画や評価のための、仕事や遊びや学習のための、技
能の習熟のための、自己表現のための、芸術の鑑賞のための活動一を営むこ
とができるようにすること。
同上書pp．26－28
⑰同上書p．35
㈹同上書p．36
α9）同上書p．37
⑳同上書p．20
⑳同上書p．76
⑳同上書p．79
⑳同上書p．76
⑫の同上書p．78
㈲水原克敏『現代日本の教育課程改革』風間書房p．196
㈲同上書p．196参照
伽同上書p．197参照
㈱文部省『学習指導要領一般編（試案）』前掲書p．79
㈲同上書p．79
㊤①同上書p．79
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㈹同上書pp．79－80
⑳同上書pp．80－82
㈱同上書pp．83
㊤の同上書pp．84－85
（本学教育学部教授）
（帝京大学文学部教授）
（埼玉県新座市立第四中学校校長）
（本学教育学部教授）
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